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コロナ禍で出産・育児を経験した女性の「産後うつ」の割合が倍増 

～コロナ禍における社会制限及びサポート喪失と産後うつとの関連（研究報告）～ 

 

本学ヘルスイノベーション研究科では、未病コンセプトに基づく社会システムや技術の革新を

起こすことができる人材の育成とともに、健康長寿社会を実現する研究活動を実践しています。 

その一環として、このたび本学の津野香奈美准教授をはじめとする研究者が実施した標記の

研究成果がまとまり、論文として Journal of Affective Disorders に掲載されましたので、お知ら

せします。 

 

１ 研究の背景・目的 

 コロナ禍において、妊産婦を取り巻く環境は大きく変化し、様々な制限を余儀なくされている。

そこで本研究では、コロナ禍前後で出産を経験した産婦を対象に、これらの社会制限やサポート

資源の喪失の経験と産後うつとの関連を明らかにすることを目的として、令和３年 10 月に、全国

の産後１年以内の産婦 600名を対象にインターネット調査を実施した。 

 

２ 研究結果 

コロナ禍で出産・育児を経験した産婦の約 30%（28.7%）が産後うつ状態にあり、コロナ禍以前

の割合（14.4％）に比べても、非常に高い割合であった。令和２年４月以降に出産した産婦の９

割以上が、産後入院中の面会制限等の社会制限を経験していた。 

分析の結果、妊娠期間中及び産後に出産や育児について友人に相談できなかったこと、里

帰り出産を諦めたこと、分娩施設の方針で出産や母乳育児が自分の希望通りにできなかったこ

と、離れて暮らす家族から産後のサポートが受けられなかったこと、産後入院中に医療従事者に

産後の体調や育児について相談できなかったこと、新生児訪問・乳児検診・ワクチン接種が中止

になったことが、産後うつと有意に関連していた。 

 

（産後うつの測定） 

エジンバラ産後うつ病自己評価票（Edinburgh Postpartum Depression Scale: EPDS）を用

い、先行研究の報告に倣い、一定点数以上のカットオフ値を用い産後うつの割合を算出。社会

制限・サポート資源の喪失と産後うつとの関連については、ログバイノミアル回帰分析を用い、年

齢、教育歴、世帯収入、居住地、初産・経産、出産時期、うつの既往を調整変数として

Prevalence ratioを算出した。 



 

 

３ まとめ 

本研究結果から、感染拡大防止策としての社会制限・サポート資源の喪失と産後うつとの関連

が示された。産後うつを予防するにあたっては、非常時にあっても適切な公的・私的サポートが

行われるよう取り組みを考える必要がある。 
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